平成２４年度
住宅・まちづくりに関する
国の施策並びに予算に関する提案・要望

平成２３年7月
大阪府
　日頃から、大阪府の住宅まちづくり行政の推進につきまして、格別のご高配とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。

　さて、大阪府においては、府営住宅や民間住宅を活用した安心できる住まいの確保、住宅・建築物の耐震化など、府民の誰もが安全で安心して暮らせる住まいとまちづくりの実現に向けた取り組みを進めているところです。

　本格的な人口減少社会の到来、少子高齢化の進展など、住宅・まちづくりを取り巻く社会・経済環境が大きく変化してきており、それぞれの課題へ対応が求められています。

　また、未曾有の大災害を引き起こした東北地方太平洋沖地震を受け、住宅・建築物の耐震化の重要性・緊急性がより一層高まっております。

これらの施策の推進にあたっては、国と地方が適切な役割分担を行った上で、地方が実施するものについては、その責任と判断により事業を推進できるよう、地域主権を実現する必要があります。
平成24年度の国家予算編成にあたりましては、本府の財政状況や課題解決に向けた取り組みについて十分ご理解いただき、要望事項の具体化、実現のため、格別のご配慮をいただきますようお願い申し上げます。
大阪府知事　　橋 下　徹
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1． 公営住宅に係る制度の拡充
大阪府民の居住におけるセーフティネットとして、公営住宅ストックの効果的・効率的な活用を進めるため、以下の制度の拡充を図られたい。
(1) 地方裁量の拡大等による地域実情に応じた施策展開の推進

· 　地域の需要に応じた公営住宅の再配置と円滑な更新を推進するため、以下のように制度拡充されたい。
· 　非現地建替えについても、入居者への明渡し請求が可能となるよう、制度の整備を図られたい。
· 　耐震化が困難な公営住宅や、需要の低い公営住宅の用途廃止については、事業を円滑に進めるため、入居者の居住の安定を図った上で住棟単位での明渡し請求が可能となるよう、制度の拡充を図られたい。
· 　「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」に基づく手法を活用した公営住宅の更新を促進するため、事業実施後の団地及び従前居住者の状況が、地方公共団体が直接施行する際の法定建て替えの要件を充足する、同手法による事業について、公営住宅の法定建て替えに該当するよう所要の処置を講じられたい。
· 　公営住宅の近傍同種家賃が市場家賃を的確に反映できるよう、現行の算定方法を見直されたい。

(2) 耐震化の促進
· 　耐震診断・改修に伴う事業費に対する社会資本整備総合交付金の交付率の引上げを図られたい。

2． 住宅・建築物の耐震化の促進

東北地方太平洋沖地震のような大規模地震は、いつ発生してもおかしくない状況であり、住宅・建築物の耐震化の重要性・緊急性はより一層高まっております。府民の生命と財産を守るため、少しでも早く耐震化が促進されるよう、以下の制度の充実を図られたい。
· 　住宅・建築物安全ストック形成事業について、平成22年度補正限定の住宅の耐震改修等に対する緊急支援事業を平成24年度以降も活用できるよう図られたい。
· 　耐震改修促進税制による所得税控除について、控除額の上限を撤廃するなど拡充を図られたい。
3． りんくうタウンのまちづくりの促進

りんくうタウンでは、熱供給事業（地域冷暖房システム）の導入を行い、まちづくりを進めてきたが、熱供給利用料金が割高となっているため、経営コストが嵩み、新たな企業立地が進まない大きな要因ともなっている。

おりしも、現在、国の「まちづくりと一体となった熱エネルギーの有効利用に関する研究会」において、地域冷暖房システム導入地域における利用料金の問題についても検討が進められている。

ついては、このような現状を踏まえ、熱供給利用料金が周辺地域における電気ガス等の利用料金と同程度になるよう、現行認可制度の改正（料金の均衡性への配慮規定の追加等）や既存の導入地域を含めた設備投資や維持管理等に対する補助制度を創設するなど必要な措置を講じられたい。
